（消費税廃止各界連）2025年7月宣伝スポット（参考例）

◇ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税、インボイス制度の廃止を求めています。
◇7月20日に投開票された参議院選挙は、消費税減税・廃止を公約してたたかった野党勢力が得票と議席数を増やし、消費税減税に反対した自民・公明の与党勢力が後退する結果となりました。いまこそ、国民が示した「消費税を減税しくらしを守れ」の民意を実現することが政治に求められています。　※7月18日時点で作成。結果を受けて変更してください
◇私たち各界連が行った政党アンケートでは、回答した主要5野党が消費税減税・廃止、インボイス廃止に賛成する一方で、与党・自民党だけが消費税減税にもインボイス廃止にも反対と回答しました。また、選挙公約で減税を掲げた維新や参政など、各界連アンケートに無回答だった党の中には選挙中に自民党と連立を組むと発言した政党もあり、政策実現の本気度に疑問符がついています。
◇日本銀行が14日に発表した6月の「生活意識に関するアンケート調査」では、暮らし向きの「ゆとりがなくなってきた」と回答した人の割合が6割を超えました。リーマンショックの最中だった2009年3月以来、16年ぶりの高水準です。米の価格が一年で倍になり、あらゆるものが値上がりする中、多くの国民は物価上昇に追い付かない賃金や、少ない年金で極めて苦しい状況に置かれています。
◇中小業者も資材や燃油などの高騰によって経営が圧迫されています。帝国データバンクが発表した2025年上半期の倒産件数が5003件と12年ぶりに5000件を超えました。負債額の規模は「5000万円未満」が全体の63.2％を占めており、小規模な企業の廃業が目立っています。
◇インボイス登録後、初めて消費税１年分の納税を迫られた今年の確定申告では「税額が4倍に跳ね上がった」と驚きの声が上がりました。取引排除を恐れ、やむを得ずインボイスに登録した小規模事業者は赤字でも納税を迫られています。生活費に食い込む消費税の逆進性被害が深刻です。
◇こうした時に、国民の暮らしと雇用、地域経済、中小業者の営業を、最優先で守ることこそ政治の役割です。
◇この間、消費税が引き上げられる一方で、大企業の法人税は年間11兆円も減税され、富裕層の主な収入源となっている金融所得にかかる税率は低い水準に据え置かれてきました。輸出大企業は導入以来、36年間、税務署に１円も納めず、還付を受け続けています。
◇大企業・富裕層ばかりに税負担を軽くする税のゆがみをただし、応分の負担の税制に切り替えて、全ての国民に恩恵が及ぶ、消費税の減税を行うべきです。
◇マレーシアでは、政権交代の1カ月後には消費税を廃止しました。欧州各国でも、決定から1カ月以内に消費税減税が行われ、イギリスは7日後です。日本でも今年の税制改正に消費税緊急減税とインボイス廃止を盛り込み、2026年からの減税を実現させましょう。
◇いま私たちの仲間が街頭で集めている「消費税減税・インボイス廃止を求める統一署名」は、衆・参両院での紹介議員が6会派57人に広がっています。
◇消費税はただちに5％へ減税し、インボイスは廃止の声を署名にお寄せください。ありがとうございました。
